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鳴沢村の⼈事⾏政の運営等の状況について  
  

鳴沢村⼈事⾏政の運営等の状況の公表に関する条例(平成 17 年条例第 9 号)の規定に基づき、令和６年度に
おける鳴沢村⼈事⾏政の運営等の状況について次のとおり公表します 。 
なお、職員数等は⼀般職に属する職員数であり、地⽅公務員の⾝分を保有する休職者などを含みますが、 
各種、国県等の⼈事・給与資料と数値を合わせるため臨時⼜は⾮常勤職員を除くこととします 。 
 

1. 職員の任免及び職員数に関する状況(令和６年 4 ⽉ 1 ⽇〜令和７年 3 ⽉ 31 ⽇)  
(1)職員の採⽤状況  

職種区分  採⽤者数  
⼀般⾏政職
（専門職）  

0 

保育士職  0  
合計  0 

  
(2)職員数（令和６年 4 ⽉ 1 ⽇）  

 

 

  
 

(3)離職の状況  
区分 退 職 合計 

定年 勧奨 普通 死亡 その他 
⼀般⾏政 0 0 0 1 0 1 
教  育 0 0 0 0 0 0 
特別会計 0 0 0 0 0 0 
合  計 0 0 0 1 0 1 

 
 

2. 職員の給与の状況  

 

  

(1)⼈件費の状況(令和 ５年度普通会計決算)  
歳出額（A）  ⼈件費（B）  ⼈件費率（B/A）  

2,345,871 千円  469,115 千円  20.00 ％  
  

(2)職員給与費の状況(令和５年度普通会計決算)  
職員数(⼈)  
（A）  

職員給与費  1 ⼈当たり給与費  
（B）／（A）  給料  職員⼿当  期末・勤勉⼿当  計（B）  

48⼈ 173,659千円  27,502千円  66,273 千円  267,434 千円  5,572千円  
(注) 職員⼿当には、退職⼿当は含みません。  

54 職員数  
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(3)職員の平均給料⽉額及び平均年齢の状況(令和６年 4 ⽉ 1 ⽇現在)  
⼀般⾏政職 ⼤学卒初任給 平均給料⽉額 平均給与⽉額 平均年齢 
鳴沢村  196,200円  296,700円  343,900 円  41.3歳  
山梨県 203,918 円  321,156円  410,148 円  42.4歳  
国 196,200 円 323,823 円 - 42.1歳 

  
(4)初任給の状況（令和６年 4 ⽉ 1 ⽇現在）  

区 分  鳴沢村  山梨県  国  
⼀般⾏政職  ⼤学卒  196,200 円  203,918 円  196,200円  

⾼校卒  166,600 円  172,181 円  166,600 円  
技能労務職  ⾼校卒  164,000 円  175,002 円  −  

中学卒  155,300 円  156,464 円  −  
看護保健職  ⼤学卒  225,800 円  − −  

  
(5)経験年数別・学歴別平均給料⽉額の状況（令和６年４⽉１⽇現在）  

区分  経験年数 
10 年 

経験年数
20 年 

経験年数
25 年 

経験年数 
30 年 

⼀般⾏政職  ⼤学卒  279,564 円  344,600円  371,633 円 394,700 円  
⾼校卒  225,450 円 − − 380,350 円 

  
  
 
 
 
 
 
 

 
※鳴沢村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 
※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。  

 
(6)昇給への勤務成績の反映状況  

令和 6 年度の⼈事評価の結果を令和 7 年度の昇給に反映させていく。  
 

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計 
標準的
な職務
内容 
 

主 事 主 任 主 査 主 幹 
課長補佐 

課長 
会計管理

者 

総務課長 
 

 

職員数 7 ⼈ 11 ⼈ 11 ⼈ 9 ⼈ 6 ⼈ 1 ⼈ 45 ⼈ 
構成比 15.6% 24.4% 24.4% 20.0% 13.4% 2.2% 100% 
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(7)期末⼿当・勤勉⼿当の状況  
鳴沢村  山梨県  国  
（令和5年度⽀給割合）  
期 末 ⼿ 当  2.45 ⽉分(1.35)⽉分   
勤 勉 ⼿ 当  2.05 ⽉分(0.975)⽉分 

（令和5年度⽀給割合）  
期 末 ⼿ 当  2.45 ⽉分(1.375)⽉分   
勤 勉 ⼿ 当  2.05 ⽉分(0.975)⽉分 

（令和5年度⽀給割合）  
期 末 ⼿ 当  2.45 ⽉分(1.375)⽉分   
勤 勉 ⼿ 当  2.05 ⽉分(0.9)⽉分 

（加算措置の状況）  
職制上の段階、職務の級数によ
る加算措置  
・役職加算５〜１5％  

（加算措置の状況）  
職制上の段階、職務の級数によ
る加算措置  
・役職加算５〜２０％  
・管理職加算１０〜２５％  

（加算措置の状況）  
職制上の段階、職務の級数によ
る加算措置  
・役職加算５〜２０％  
・管理職加算１０〜２５％  

（注）（  ）内は、暫定再任⽤職員に係る⽀給割合です。  
  

(8)退職⼿当の状況(令和６年４⽉１⽇現在)  

区分  鳴沢村  国  
 ⾃⼰都合 勧奨・定年  ⾃⼰都合  勧奨・定年  

勤続 20 年  19.6695 ⽉分 24.586875 ⽉分 19.6695 ⽉分 24.586875 ⽉分 
勤続 25 年  28.0395 ⽉分 33.27075 ⽉分 28.0395 ⽉分 33.27075 ⽉分 
勤続 35 年  39.7575 ⽉分 47.709 ⽉分 39.7575 ⽉分 47.709 ⽉分 
最⾼限度額  47.7090 ⽉分 47.709 ⽉分 47.7090 ⽉分 47.709 ⽉分 

  
(9)地域⼿当 

⽀給実績（令和５年度決算）  0千円  
⽀給職員 1 ⼈当たり平均⽀給年額(令和５年度決算)  0千円  

⽀給実績（令和４年度決算）  196千円  
⽀給職員 1 ⼈当たり平均⽀給年額(令和４年度決算)  196千円  

※鳴沢村は地域⼿当対象外ですが、山梨県へ研修派遣している者に地域⼿当を⽀給しています。 
 
(10) 特殊勤務⼿当該当なし  
 
(11) 時間外勤務⼿当  

⽀給実績（令和５年度決算）  5,134千円  
⽀給職員 1 ⼈当たり平均⽀給年額(令和５年度決算)  128千円  

⽀給実績（令和４年度決算）  4,972千円  
⽀給職員 1 ⼈当たり平均⽀給年額(令和４年度決算)  99千円  
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(12)その他の⼿当（令和６年４⽉１⽇現在）  
区分  ⽀給内容  

扶養⼿当  (1) 配 偶 者 6,500 円  
(2) 配偶者以外の扶養親族 

扶 養 親 族 た る ⼦   10,000 円
扶養親族たる⽗⺟等    6,500 円  

(3) 満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年度末までの⼦がいる場合 1 ⼈につき加算 5,000 円  

住居⼿当  借家等に居住する職員に⽀給  
借家・借間居住職員に対して家賃の額に応じて最⾼ 28,000 円／⽉まで  

通勤⼿当  (1)交通機関等を利⽤して通勤する場合、最⾼⽉額 55,000 円  
(2)⾃動⾞等で通勤する場合(⽚道 2km 以上の通勤者)距離に応じて⽉額 2,000 円〜31,600 円  

管理職⼿当  管理または監督の地位にある職員のうち、その職務の特殊性に基づき定められた職にある者
に⽀給。職名・職務級の区分に応じ⽉額35,000円〜62,300円  

管理職特別 
勤務⼿当  

週休⽇または休⽇等に勤務した管理職⼿当の⽀給を受ける職員に⽀給  

勤務⼀回につき3,000円~15,000円 
宿⽇直⼿当  1 回 4,400 円  
寒冷地⼿当  世帯主である職員：扶養親族の有無に応じ 10,200 円〜17,800 円(5 ヶ⽉間)  

その他の職員：7,360円 
 

(13)特別職の給与等の状況  
区分  給与⽉額・報酬⽉額 （円）  期末⼿当⽀給割合（⽉分）  

      6 ⽉ 期 1.475  
給  村長  576,000  12 ⽉ 期 1.625  
  
料  

  計 .......... 3.10  
 

副村長  
 

490,000  
  6 ⽉ 期 1.475 
12 ⽉ 期 1.625  

   計 .......... 3.10  
     6 ⽉ 期 1.475  
 教育長  450,000  12 ⽉ 期 1.625  
   計 .......... 3.10  
      6 ⽉ 期 1.60  
報  議長  180,000  12 ⽉ 期 1.75  
  
酬  

  計 .......... 3.35  
 

副議長  
 

158,000  
  6 ⽉ 期 1.60 
12 ⽉ 期 1.75  

   計 .......... 3.35  
     6 ⽉ 期 1.60  
 議員  150,000  12 ⽉ 期 1.75  
   計 .......... 3.35  



- 5 -  

3. 勤務時間その他の勤務条件の状況  
(1) 職員の勤務時間の状況  

勤務時間  開始時刻  終了時刻  休憩時間  
7 時間 45 分  8 時 30 分  17時 15 分  12 時〜13 時  

  
(2) 年次有給休暇の使⽤状況  

令和６年１⽉１⽇〜令和６年１２⽉３１⽇までの平均取得⽇数 16.3⽇  
  

(3) 休暇の導⼊状況（令和 6 年 4 ⽉ 1 ⽇）  
年次有給休暇  1 暦年毎に 20 ⽇/年、20 ⽇を超えない範囲内の残⽇数を繰り越すことができる。  
傷病休暇  負傷または疾病のため療養する必要がある場合、必要と認められる期間。  
特別休暇   
(主なもの)  

特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合に与えられる。  
（⾻髄提供、ボランティア、結婚、産前・産後、⼦の看護等、配偶者の出産、
忌引、夏季、⽣理休暇など）  

介護休暇  職員が配偶者、⽗⺟等を介護するため、勤務しないことが相当であると認められ
る場合に与えられる。  

  
(4) 育児休業及び部分休業の取得者数（令和６年度）  

区分  育児休業  部分休業  
男性職員  1  0 
⼥性職員  2 0  

計  3 0  
  

4. 職員の分限及び懲戒処分の状況  
(1) 分限処分者数（令和６年度） 

処分の内容  処分者数(⼈)  
分限処分  免職  0  

降任  0  
休職  0  
降給  0  

※分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の⽬的から、職員がその職責を⼗分に
果たすことができないなど、⼀定の事由がある場合に、免職や休職などの処分を⾏うことです。  

(2) 懲戒処分者数（令和６年度） 
     

処分の内容 処分者数（⼈） 
懲戒処分 免職 0 

停職 0 
減給 0 
戒告 0 
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5. 職員の職務の状況  
服務規律遵守のための取組  

        ・職員は、全体の奉仕者として地⽅公務員法及び鳴沢村職員服務規程により、守らなければならない義務
が定められており、⾼い倫理性をもって責務の遂⾏に努めてまいります。  

  
6. 職員の研修及び勤務成績の評定の状況  

(1) 職員研修の概要 （主なもの） 
研修の受講状況（市町村職員研修所）  

内 容 受講者数  
⼈事評価 評価者研修 １ 
マネジメント研修 １  
メンタルヘルス関連研修 5 
ハラスメント関連研修 ２ 
土木講座05.07.08 道路舗装研修 1 
法制執務研修 １ 
ワークライフバランス研修 1 
⾃治体職員のための契約実務研修 １  
政策形成・立案関連研修         3 
公務員の基本−コンプライアンス研修 １ 
監督者リーダー研修（４⽇間in東京） １ 
倫理リーダー研修（３⽇間in東京） １ 
採⽤職員新任研修（７カリキュラム）  2  

  
勤務成績の評定  
令和５年度の⼈事評価の結果を令和６年度の勤勉⼿当に反映させた。  

  
7. 職員の福祉及び利益の保護の状況  

(1) 健康診断  
毎年 1 回、春に健康診断を実施し、職員の健康管理に努める。対象者は全職員で令和６年度は28名が
受診しました。  
また、希望により、⼈間ドックを医療機関で受診することもでき、費⽤の 7割を共済組合が負担しま 
す。令和６年度は 39名が受診しました。  
  

(2) 災害補償  
地⽅公務員が公務上の災害や通勤による災害にあった場合補償します。
令和６年度は認定件数１件です。  
  
利益保護の状況  
・勤務条件に関する措置の要求の状況           なし  
・不利益署分に関する不服申立の状況           なし  


